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第Ⅰ編 【新規の分析対象】
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第１章 固定電話領域
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別々の部分市場

市場画定は見送り
（入手可能データの
範囲内で分析）

固定電話市場の範囲＝ ＮＴＴ加入電話＋直収電話＋ＣＡＴＶ電話＋０ＡＢＪ－ＩＰ電話

ＮＴＴ加入電話は部分市場
【点線部】

固定電話領域の市場画定

【サービス市場】

○固定電話市場は「ＮＴＴ加入電話＋直収電話＋ＣＡＴＶ電話＋０ＡＢＪ－ＩＰ電話」の範囲

○ＮＴＴ加入電話は部分市場。中継電話と０５０－ＩＰ電話の別に市場を分析。（※ソフトフォンは市場画定せず）

【地理的市場】

○都道府県単位が最小の分析対象。東日本・西日本の２地域、全国１０の地域ブロックで市場を分析。
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固定電話 

加入電話

ＩＳＤＮ

ＮＴＴ加入電話

直収電話

ＣＡＴＶ電話 

０５０－ＩＰ電話 

０ＡＢＪ－ＩＰ電話 

・・・NTT東西（計２社）

・・･ｱｲﾃｯｸ阪神,ｱｯﾄﾈｯﾄﾎｰﾑ,ｲｯﾂ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,STNet,NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,NTT-ME,NTT
ﾈｵﾒｲﾄ,NTT-PC ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,関西ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ,KMN,ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ,KDDI,CATV 富

山,九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ,ｼｰﾃｯｸ,ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ, ZTV,ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ BB,中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ,東北ｲﾝ

ﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ通信,長野県協同電算,日本ﾃﾚｺﾑ,ﾌｭｰｼﾞｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,ぷららﾈｯﾄﾜｰｸｽ,ﾒﾃﾞｨｱ(計
２５社) ※４

・・･NTT 東西,STNet,NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ,KDDI,九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ,ｼﾞｪ
ｲｺﾑ札幌,中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ,日本ﾃﾚｺﾑ,ﾌｭｰｼﾞｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,ﾒﾃﾞｨｱ(計１２社) ※３ 
 

※１ ＭＣＩは０６年１月にベライゾンと合併している。 
※２ ｼﾞｪｲｺﾑ東京､ｼﾞｪｲｺﾑ湘南､土浦ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ､浦和･ｹｰﾌﾞﾙ･ﾃﾚﾋﾞ･ﾈｯﾄﾜｰｸ､ﾒﾃﾞｨｱさいたま､ｼｪｲｺﾑ千葉､ｼｪｲｺﾑ関東､ｼﾞｪｲｺﾑ関西､北摂ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ､ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ神戸芦屋､ｹｰﾌﾞﾙ

ﾋﾞｼﾞｮﾝ 21､ｼﾞｪｲｺﾑ北九州､福岡ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ､ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ下関 
※３,４ この他、電話番号の卸を受けて IP 電話を提供する事業者が存在する 
※５ この他、事業者識別番号をダイヤルすることで利用可能な事業者が存在する。 

中継電話

ソフトフォン 

・・・NTT 東西,NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ, MCI,九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ, KDDI,ﾃｨｰ･ｼｽﾃﾑｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ,日本ﾃﾚｺﾑ,  
ﾌｭｰｼﾞｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ, ぷららﾈｯﾄﾜｰｸｽ,平成電電ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,ﾒﾃﾞｨｱ（計１2 社）※５ 

・・・Skype Technologies 社(ｿﾌﾄ開発・公開）,ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社等 

例：ﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ､
おとくﾗｲﾝ 
CHOKKA  

例：J:COMPHONE

例：BB ﾌｫﾝ
  OCN ﾄﾞｯﾄﾌｫﾝ 
  KDDI-IP電話 

例：ひかり電話
  光ﾌﾟﾗｽ電話 
  eo光電話 

例：ｽｶｲﾌﾟ
  MSN ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰ 

例:ﾏｲﾗｲﾝ･
ﾏｲﾗｲﾝﾟﾗｽ 

ＩＰ電話

・・･MCI※１,KDDI,日本ﾃﾚｺﾑ,ﾌｭｰｼﾞｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,平成電電,（計５社） 

・・･ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ各社 ※２（計１４社） 

・・・STNet,NTT 東西,NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,MCI,九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ,KDDI,ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ, 
KVH,中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ,東北ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ通信,日本ﾃﾚｺﾑ,ﾌｭｰｼﾞｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ,平成電電,北海道総合通信網（計１６社） 

固定電話の各サービスにおける提供事業者とサービス名称例 （２００５年９月末）

固定電話市場における競争事業者
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NTT加入

4,817(80.7%)
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(82.2%)

5,032

(84.2%)
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（84.1%)
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(0.1%)
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6,192 6,129
6,073

6,019 5,976
5,965

5,960

固定電話市場全体の競争状況（その１）

○ ＮＴＴ東西の加入電話及びＩＳＤＮの契約数のシェアは０５年１２月末で９３．３％。その比率は徐々に低下。
○ 直収電話の占める割合は０５年１２月末で３．５％。増加傾向にあり、９月末と比較して３ヶ月間で３７．７％の増加。

固定電話契約数の推移（サービス別）
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2,925
(97.9%)

2,986
(99.3%)

3,024
(99.6%)

3,061
(99.9%)

3,097
(99.9%)

64
(2.1%)

22
(0.7%)

11
(0.4%)

4
(0.1%)

2
(0.1%)

9,987 9,976 9,926 9,853
9,580

（右軸）
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ＮＴＴ西日本 ＮＣＣ ＨＨＩ

2,902
(97.1%)

2,969
(98.6%)

3,007
(99.0%)

3,044
(99.4%)

3,081
(99.6%)

86
(2.9%)

41
(1.4%)

31
(1.0%)

19
(0.6%)

12
(0.4%)

9,924 9,874 9,798 9,730
9,438

（右軸）
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ＮＴＴ東日本 ＮＣＣ HHI

6,178
(99.8%)

6,105
(99.6%)

6,031
(99.3%)

5,955
(98.9%)

5,827
(97.5%)

5,684
(95.3%)

5,609
(94.1%)

14
(0.2%)

23
(0.4%)

42
(0.7%)

64
(1.1%)

149
(2.5%)

281
(4.7%)

351
(5.9%)

8,8669,084

9,510
9,7919,8619,9249,955
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12,000

ＮＴＴ東西 ＮＣＣ ＨＨＩ

固定電話契約数（加入）におけるＮＴＴ東西のシェアとＨＨＩの推移

○ ＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ加入電話及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話）は年々僅かながら減少し、０５年１２月末で９４．１％。

（出所）総務省資料

固定電話市場全体の競争状況（その２）

（西日本）

（東日本）

注１：NTT東西のシェアには、NTT加入電話（ISDNを含む）、０ABJ－IP電話が含まれる。
注２：全国ベースのHHIは、NTT東西を１社として算出している。
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1,957,919(92.5%)

1,410,031(91.4%)

382,960(84.3%)

1481(2.4%)

114,085(5.4%)

86,643(5.6%)

23,280(5.1%)

308(0.5%)

44,380(2.1%)

45,412(2.9%)

47,797(10.5%)

60,257(97.1%)

64,171(100%)61,971(100%)64,838(100%)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000
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2,000,000
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直加入（電話＋ＩＳＤＮ）

新型直収ＩＳＤＮ

新型直収電話

○ ０５年になって、ＮＴＴ東西のドライカッパを利用した新型直収電話が伸張。ＫＤＤＩ、日本テレコム等の３社が提供。
○ 旧来型の直加入電話とあわせ、直収電話全体で２１２万加入（０５年１２月）に達している。

（出所）総務省資料

直収電話の市場シェアの推移

直収電話の契約数の推移
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○ ＣＡＴＶ電話を提供している事業者は、Ｊ：ＣＯＭのみ。関東、近畿、中国・九州の一部でサービスを提供。０５年１２月で９５
万加入に達する。

○ ＣＡＴＶ電話は全国的に提供されているＣＡＴＶ放送の付加的サービスであるが、ＮＴＴ加入電話の代替サービスとして全国
的に普及している状況とは言えない。

（出所）総務省資料

ＣＡＴＶ電話の提供状況

ＣＡＴＶ電話の提供状況

提供事業者
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5,158
(2.8%)

35,169
(10.9%)

109,023
(21.4%)

249,510
(29.3%)

86,490
(46.2%)

123,370
(38.2%)

147,885
(29.0%)

179,493
(21.1%)

40
(0.0%)

1,143
(0.4%)

39,196
(7.7%)

161,260
(18.9%)

95,341
(51.0%)

163,023
(50.5%)

213,571
(41.9%)

261,803
(30.7%)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

05.3 05.6 05.9 ０5.12

その他

ＮＴＴ西日本

ケイ・オプティコム

ＮＴＴ東日本

（出所）総務省資料。

ＩＰ電話（０ＡＢ～Ｊ）利用番号数における上位３社シェアの推移（番号指定を受けている者に限る）

○ ＮＴＴ東がシェア１位で２９．３％を占め、ケイ・オプティコムを逆転。ＮＴＴ西が続く。ＮＴＴ東西のシェアが増加傾向、ケイ・オプティコ
ムは減少傾向。

○ 上位３社シェアは６９．３％、上位５社シェアは８８．０％と、寡占的な市場。

０ＡＢＪ－ＩＰ電話における競争状況
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2,343 2,369 2,390 2,377 2,245

2,358 2,388 2,410 2,394
2,259

2,010 2,068 2,114 2,116
2,004

1,775
1,897 1,9161,836

1,827
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2,1402,265 2,290 2,313 2,296

2,153
2,277 2,306 2,331 2,312

1,893
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1,703
1,703 1,757 1,813 1,819
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8,000

9,000
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4,608 4,659 4,703 4,672 4,385

4,634 4,693 4,741 4,707
4,412

3,953 4,058 4,150 4,146
3,897

3,478 3,593 3,709 3,735

3,529

0

2,000

4,000

6,000
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12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

02.3 03.3 04.3 05.3 06.3

万

市内 県内市外 県外 国際

○ ＮＴＴ加入電話の減少等を背景として０５年度末は大きく減少。
○ 東日本と西日本で大きな際は認められない。

（全 国）

マイライン契約数の推移（区分別／全国・東西別）

（東日本）

（西日本）

※ 都道府県別のデータがとれない事業者については、東西別に計上していない。

ＮＴＴ加入電話における競争状況 ①中継電話（その１）
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2,241
(63.5%)

1,857
(53.4%)

1,919
(53.4%)

1,999
(53.9%)

2,139
(57.3%)

1,288
(36.5%)

1,621
(46.6%)
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4,455
(76.5%)

4,630
(77.7%)

4,779
(79.2%)

4,880
(79.9%)

398
(7.3%)

159
(2.7%)

28
(0.5%)

23
(0.4%)

19
(0.3%)

957
(17.6%)

1,213
(20.8%)

1,297
(21.8%)

1,229
(20.4%)

1,206
(19.8%)

6,528

6,420

6,199

5,995

5,788

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

02.3 03.3 04.3 05.3 06.3

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

その他

ＮＴＴコム

ＮＴＴ東西

HHI（右軸）

マイライン契約数におけるＮＴＴシェアの推移（市内通話・県内市外通話・県外通話・国際通話）

（市内通話）

○ ＮＴＴシェア（ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズ）は市内で８２．３％、県内市外で７８．２％、県外で７５．９％、国際で６３．５％。
○ ＮＴＴコミュニケーションズのプラチナラインの影響等により、０４年度には全区分でＮＴＴシェアが拡大。

ＮＴＴ加入電話における競争状況 ①中継電話（その２）

（県内市外通話）

（県外通話） （国際通話）

（出所）総務省資料

注１：マイラインの申込みをしていない場合は、市内・県内市外はＮＴＴ東西に、県外はＮＴＴコミュニケーションズに計上している。
注２：全国ベースのHHIは、NTT東西を１社として算出している。
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16.5
(37.9%)

16.3
(36.7%)

15.0
(26.4%)

27.0
(62.0%)

28.2
(63.3%)

42.0
(73.6%)

0

10

20

30

40

50

60

03.3 04.3 05.3

その他

KDDI

通信量（通信時間）にしめるＮＴＴシェア等の推移

（百万時間）

ＮＴＴ加入電話における競争状況 ①中継電話（その３）

市内通話

324.3
(61.6%) 282.0

(62.4%) 242.6
(60.5%)

201.8
(38.4%)

169.8
(37.6%)

158.7
(39.5%)

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

03.3 04.3 05.3

ＮＴＴ ＮＣＣ

1840.4
（80.3%)

1384.6
(76.8%)

969.0
(75.0%)

452.5
(19.7%)

418.0
(23.2%)

323.2
(25.0

0.0

500.0

1000.0

1500.0

2000.0

2500.0

03.3 04.3 05.3

ＮＴＴ ＮＣＣ

（百万時間）
県内市外通話

381.5
(45.9%)

368.6
(48.8%)

363.8
(51.1%)

449.6
(54.1%) 385.9

(51.2%) 347.6
(48.9%)

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

900.0

03.3 04.3 05.3

ＮＴＴ ＮＣＣ

（出所）総務省資料

（百万時間） （百万時間）

注：０５年３月から対象範囲を拡大しているため、単純に経年比較はできない。

県外通話 国際通話

○ ＮＴＴシェア（ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズ）は市内で７５．０％、県内市外で６０．５％、県外で５１．１％。
○ 国際通話の通信量ではＫＤＤＩがシェア１位。ＮＴＴコミュニケーションズは契約数では１位だが、通信量では２位。
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ＩＰ電話（０５０）利用番号数における上位３社シェア・ＨＨＩの推移（番号指定を受けている者に限る）

○ ソフトバンクＢＢが１位でシェア４９％を占めるが、シェアは減少傾向。ＮＴＴコム、ＫＤＤＩが続き、特にＮＴＴコムのシェアが増加傾向。
○ 上位３社シェアは８４．２％、上位５社シェアは９５．６％と、寡占的な市場。

ＮＴＴ加入電話における競争状況 ②０５０－ＩＰ電話（その１）

（出所）総務省資料

4,516,941
(55.6%)

4,629,804
(53.3%)

4,719,852
(51.0%)

4,773,342
(49.0%)

1,583,994
(19.5%)

1,871,048
(21.5%)

2,166,816
(23.4%)

2,476,670
(25.4%)

928,131
(11.4%)

929,124
(10.7%)

942,258
(10.2%)

956,216
(9.8%)

1,088,795
(13.4%)

1,261,033
(14.5%)

1,428,591
(15.4%)

1,545,220
(15.8%)

3216

3326

34843664

0%
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90%

100%

05.3 05.6 05.9 ０5.12

2500

2700

2900

3100

3300

3500

3700

3900

4100

4300

4500

4700

その他

ＫＤＤＩ

ＮＴＴコミュニケーションズ

ソフトバンクＢＢ

HHI
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702.5

603.7

527.6

975.1
(92.0%)925.8

(94.8%)869.1
(96.4%)811.8

(97.7%)

783.0

433.1

85.2
(8.0%)

51.0
(5.2%)

32.3
(3.6%)

18.7
(2.3%)

0

200

400

600

800

1000

1200

03.12 04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12

０ＡＢ～Ｊ番号

０５０番号

830.5

901.4

976.7

1060.4

○ ＩＰ電話全体の利用番号数は、０５年１２月末で１０００万を突破。固定電話契約数の約１７％に相当。
○ ０５０－ＩＰ電話が９２％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が８％。伸び率は、前四半期比で０５０－ＩＰが３％増、０ＡＢＪ－ＩＰが６７％増。

（出所）総務省資料

ＩＰ電話の利用番号数の推移
（万番号）

【参考】 ＩＰ電話市場（050-IP 電話と 0ABJ-IP電話を１つの市場とした場合）
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○ ソフトバンクＢＢが１位でシェア４５％を占めるが、シェアは減少傾向。ＮＴＴコム、ＫＤＤＩが続き、特にＮＴＴコムのシェアが増加傾向。
○ 上位３社シェアは７８．５％と、寡占的な市場。

ＩＰ電話（全体）利用番号数における上位５社シェアの推移（番号指定を受けている者に限る）

（出所）総務省資料

【参考】 ＩＰ電話市場（050-IP 電話と 0ABJ-IP電話を１つの市場とした場合）

4,773,342
(45.0%)

4,719,852
(48.3%)

4,629,804
(51.4%)

4516,941
(54.4%)

2,477,617
(23.4%)
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(22.2%)

1,871,577
(20.8%)
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(19.1%)
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1,049,668
(10.7%)

1,014,895
(11.3%)

978,645
(11.8%)

2,283,156
(21.5%)

1,830,163
(18.7%)

1,497,438
(16.6%)

1,225,227
(14.8%)
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ＫＤＤＩ

ＮＴＴコミュニケーションズ

ＢＢテクノロジー
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4,055

3,789

3,588

3,423

3216

3,948

3,634

3,366

3,111

2755

3,184
3,270

2,488

1,911 1898

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

04.12 05.3 05.6 05.9 05.12

050番号

全体

０ＡＢ～Ｊ番号

○ シェア１位のソフトバンクのシェア低下を反映し、全体のＨＨＩは低下傾向。
○ ０５０－ＩＰ電話のＨＨＩも同様の理由で低下傾向。
○ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話のＨＨＩは、シェア１位と２位の入れ替わり等により、直近では横ばい。

（出所）総務省資料

ＩＰ電話利用番号数におけるＨＨＩの推移（番号指定を受けている者に限る）

【参考】 ＩＰ電話市場（050-IP 電話と 0ABJ-IP電話を１つの市場とした場合）
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固定電話市場の２００５年度の主な評価結果

１ ２００５年度の動向： ＮＴＴ東西のシェアは依然として圧倒的だが、直収電話等も伸張。
・ＮＴＴ東西のシェアは漸減傾向にあるものの９４．１％に達し、依然として圧倒的。第一種指定電気通信設備に伴う各種規制を適用。
・ドライカッパを活用した新型直収電話が伸張し、直収電話全体で２１２万加入（０５年１２月）を獲得。
・ＦＴＴＨの普及に伴い、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が８５万加入（０５年１２月）に達し、なお急拡大の兆し。

２ 固定電話市場（加入部分）
２ー１ 市場支配力の存在： ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・ＮＴＴ東西の市場シェアは引き続き９０％を大きく超え、メタルの加入者回線のシェアもほぼ１００％に達し、不可欠設備を保有。設備、
サービスの双方で圧倒的なシェアを有し、単独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断。

２－２ 市場支配力の行使： ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くない
が、市場支配力を梃子にして隣接市場に影響を及ぼす懸念がある。

・第一種指定電気通信設備に係る競争ルールが有効に機能し、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑止。
・新型直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話により、シェアは僅かながらも競争事業者が価格面・サービス面で競争を展開。

３ 中継電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分市場）
３ー１ 市場支配力の存在
①単独： ＮＴＴ東西又はＮＴＴコミュニケーションズは単独で市場支配力を行使しうる地位

にある（国際通話を除く）。
・ＮＴＴ東西のシェアは市内で７５．０％、県内市外で７０．１％、ＮＴＴコミュニケーションズのシェアは県外で７５．９％（いずれも０６年３月
末）に達し、通信量でも同様に５割を超えるシェアを維持。乗換費用も存在する等、単独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断。

・国際ではＮＴＴコミュニケーションズのシェアが６３．５％に及ぶが、通信量ではＫＤＤＩに次ぐシェア２位の存在にとどまる。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・市場は寡占的であり、シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断。（上位３社シェア（ＮＴＴ東西又はＮＴＴコミュニケーションズ、
ＫＤＤＩ、日本テレコムの合計）は、市内で９１．０％、県内市外で８８．９％、県外で９４．３％、国際で９３．４％。）

３－２ 市場支配力の行使
単独、協調にかかわらず、市場支配力が行使される可能性は低い。
・マイラインは通話時に事業者識別番号を付与することで、契約先以外の事業者を選択することも可能な制度であり、競争圧力は強い。
・中継電話より安価な０５０－ＩＰ電話やソフトフォンが、競争圧力として存在。
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固定電話市場の２００５年度の主な評価結果

４ ０５０－ＩＰ電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分市場）
４ー１ 市場支配力の存在
①単独： 単独で市場支配力を行使しうる地位にある事業者は存在しない。
・ＢＢテクノロジーのシェアは４９．０％にとどまり、単独で価格等に影響を与えうる地位にはないと判断。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・市場は寡占的であり、シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断。（上位３社シェアは、８４．２％）

４－２ 市場支配力の行使
協調により市場支配力が行使される可能性は低い。
・ＡＤＳＬ等のインターネット接続の付加サービス的な位置づけであり、同一サービスの加入者間では通話無料等の割引料金が定着して
いるため、０５０－ＩＰ電話の通話料金を引き上げる誘因は低い。

５ 今後の注視事項： 直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話等によるＮＴＴ加入電話の代替、０５０－Ｉ
Ｐ電話やソフトフォンによる中継電話の代替等を通じた競争促進の動向を注視。

・固定電話内では、加入部分について、急増しつつある新型直収電話や、ＦＴＴＨへの移行により利用可能となる０ＡＢＪ－ＩＰ電話など、Ｎ
ＴＴ加入電話の代替サービスの普及動向に注目。通話部分について、ＩＰ化等の進展を踏まえつつ、０５０－ＩＰ電話やソフトフォンなど中
継電話の代替サービスの普及動向に注目。

・固定電話外との関係では、固定電話の契約数が年々減少傾向にある中で、固定電話と移動体電話の代替・補完関係に着目しつつ、Ｆ
ＭＣの進展に伴う固定・移動の融合・連携サービスの動向や、ＦＴＴＨとの代替関係に注目し、トリプルプレイの進展に伴う通信・放送の
融合・連携の推移も注視。

・ＮＴＴ東西の市場支配力の行使については、競争政策の適切な運用により、引き続き注意深く監視するとともに、隣接市場に影響を及
ぼす動きの有無等も注視。
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第２章 隣接市場との相互関係
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○ 固定電話の加入部分におけるＮＴＴ東西の市場支配力が圧倒的。この市場支配力に由来するイン
ターネット接続市場への影響力の可能性を分析することが必要。

インターネット接続市場との相互関係（その１）

加
入

通
話

中継電話 ０５０－ＩＰ電話

固定電話 ＡＤＳＬ

マイライン・マイラインプラス

②

③

①

④

⑤

82.3

78.2

75.9

63.5

17.7

21.8

24.1

36.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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国際
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非NTT

94.1 5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NTT

非NTT
39.1 60.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NTT

非NTT

25.4 74.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NTT

非NTT
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○ 固定電話でＮＴＴ東西を利用しているユーザは、ＡＤＳＬの事業者選択やＩＳＰの事業者選択（０５０－ＩＰ電話
の代理変数）においても、ＮＴＴグループを選択する比率が高い。

○ 企業ブランドやセット割引き等も反映した結果であり、直ちに問題となる訳ではないが、ＡＤＳＬやＩＳＰにお
けるＮＴＴグループのシェアは年々高まる傾向にあるため、ＮＴＴ東西の固定電話における市場支配力の利
用（営業活動など）の有無について、注視が必要。

①固定電話 → ＡＤＳＬ ②固定電話 → ＩＳＰ

インターネット接続市場との相互関係（その２）

固定電話とADSL

34.8%

16.7%

36.0%

39.4%

28.6%

40.1%

8.1%

11.9%

7.8%

7.8%

8.1%

9.9%

40.5%

7.9%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計
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電
話

事
業

者

ADSL事業者

NTT東西 ソフトバンクBB イー・アクセス アッカ・ネットワークス その他

18.0 4.3
7.6

8.0 4.2 21.7 36.2

4.7

1.7

22.0 2.5
3.0

11.6 54.8

19.4 4.6 6.1 8.6 4.3 22.7 34.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ISP事業者

NTT東西

その他

総計

固
定

電
話

固定電話とISP

NTT系 BIGLOBE DION nifty so-net Yahoo! その他
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○ 中継電話でＮＴＴグループを利用しているユーザは、ＡＤＳＬの事業者選択やＩＳＰの事業者選択（０５０－ＩＰ
電話の代理変数）においても、ＮＴＴグループを選択する比率が高い。

○ 企業ブランドやセット割引き等も反映した結果であり、直ちに問題となる訳ではないが、ＡＤＳＬやＩＳＰにお
けるＮＴＴグループのシェアは年々高まる傾向にあるため、ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズの中継電
話における市場支配力の利用（営業活動など）の有無について、注視が必要。

③中継電話 → ＡＤＳＬ ④中継電話 → ＩＳＰ

インターネット接続市場との相互関係（その３）

中継電話とADSL
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19.4 4.6 6.1 8.6 4.3 22.7 34.3

11.6 4.8 9.1 6.1 3.8 30.1 34.5

13.3 2.6 7.1 6.6 5.1 23.0 42.3

23.3 4.8 4.8 9.9 5.1 17.6 34.6

26.6 4.9 3.4 10.8 4.0 19.1 31.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ISP事業者

4区分
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電
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系
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中継電話とISP事業者

NTT系 BIGLOBE DION nifty so-net Yahoo! その他
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17.9 3.8 10.2 6.1 4.0 38.9 19.1

0.6
2.6 36.1 8.4 2.6 49.7

34.7 0.85.1 16.1 29.7 13.6

2.36.3 23.4 16.4 1.6 50.0

100.0

43.5 8.7 11.7 7.5 3.6 25.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ISP事業者

NTT東西
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イー・アクセス

アッカ

その他

総計

A
D
S
L
事

業
者

A D SLとISP

NTT系 BIGLOBE DION nifty so-net Yahoo! その他

○ ＡＤＳＬでＮＴＴグループを利用しているユーザは、ＩＳＰの事業者選択（０５０－ＩＰ電話の代理変数）において
も、ＮＴＴグループを選択する比率が高い。

○ ただし、ＡＤＳＬでソフトバンクを利用しているユーザの全員がソフトバンク系のＩＳＰを選択している一方で、
ＮＴＴ東西のユーザは、ＩＳＰを自由に選択できるようになっている。

○ ＡＤＳＬとＩＳＰはセットで選択することが多く、このような傾向が直ちに問題となる訳ではないが、ＡＤＳＬにお
けるＮＴＴグループのシェアは年々高まる傾向にあるため、固定電話市場に由来する市場支配力の利用が
伺えるような場合には、さらなる市場分析が必要。

⑤ＡＤＳＬ → ＩＳＰ

インターネット接続市場との相互関係（その４）
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○ ＦＭＣによる固定電話と移動体電話の融合の動きが注目を集める。現時点では、両者を別市場とする
ものの、その相互関係を競争評価の観点で分析しておくことが必要。

○ 固定電話（加入）と携帯電話の利用状況を見ると、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩとａｕ等、
固定電話で選択したサービスと同じ事業者・グループの携帯電話サービスをユーザが選択している比率
が高い。

○ 企業ブランドやセット割引き等も反映した結果であり、直ちに問題となる訳ではないが、固定電話と
携帯電話の両市場で市場支配力を有する企業が存在する場合には、その影響力に注視する必要がある。

18.7 25.7 0.6 23.9 1.3 3.8 19.2 3.13.6

0.1

15.6 13.3 28.9 4.4 11.1 20.0 4.42.2
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11.9 15.5 1.2 45.2 1.23.6 11.9 2.4 7.1

19.2 26.7 0.6 22.5
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3.7 19.5 3.03.4

0.1
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定
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、

携帯電話と固定電話

ドコモ3G ドコモ2G ドコモPHS au3G au2G ツーカー ボーダフォン2G ボーダフォン3G ウィルコム アステル

移動体通信市場との関係（その１）
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○ 固定電話（通話：中継電話）と携帯電話の利用状況を見ると、マイライン等で選択したサービス
と同じグループ・企業の携帯電話サービスをユーザが選択している比率が高い。

○ 企業ブランドやセット割引き等も反映した結果であり、直ちに問題となる訳ではないが、固定電
話と携帯電話の両市場で市場支配力を有する企業が存在する場合には、その影響力に注視する必要
がある。

移動体通信市場との関係（その２）
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○ インターネット接続（ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ＩＳＤＮ等）と携帯電話の利用状況も見たところ、
インターネット接続でＮＴＴグループを選択しているユーザは、携帯電話でもＮＴＴドコモを選択
している比率が高い。

○ ＦＭＣやマイグレーションが進行していく中で、市場支配力の他市場への活用に注視する場合に
は、固定電話、移動体通信、インターネット接続の３つの市場間での関係を分析する必要がある。

移動体通信市場との関係（その３）
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インターネット接続回線事業者と携帯電話
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隣接市場との相互関係に関する主な評価結果

１ 固定電話市場での事業者選好とインターネット接続市場での事業者選好には、一定の
相関が存在。

・固定電話（加入）とインターネット接続の利用状況を見ると、固定電話で選択した事業者と同じ事業者・グループのＡＤＳＬやＩＳＰ（０５０
－ＩＰ電話の代理変数）を利用者が選択している比率が高い。

・中継電話とインターネット接続の利用状況を見ると、マイライン等で選択したサービスと同じ事業者・グループのＡＤＳＬやＩＳＰ（０５０－ＩＰ
電話の代理変数）を利用者が選択している比率が高い。

・企業ブランドやセット割引き等も反映した結果であり、競争上直ちに問題となる訳ではないが、固定電話市場におけるＮＴＴ東西のシェ
アは圧倒的であるため、固定電話市場における市場支配力の濫用の可能性について、注視が必要。

２ 固定電話市場での事業者選好と移動体通信市場での事業者選好には、一定の相関が
存在。

・固定電話（加入）と携帯電話の利用状況を見ると、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩとａｕ等、固定電話で選択したサービスと同じ事業者・
グループの携帯電話サービスを利用者が選択している比率が高い。

・中継電話と携帯電話の利用状況を見ると、マイライン等で選択したサービスと同じ事業者・グループの携帯電話サービスを利用者が選
択している比率が高い。

・企業ブランドやセット割引き等も反映した結果であり、直ちに問題となる訳ではないが、ＮＴＴグループは固定電話と携帯電話の両市場
で大きな市場シェアを有しているため、それらの市場支配力の影響を注視することが必要。

３ 固定電話市場、インターネット接続市場、移動体通信市場の相互関係に注視
・異なる市場間で同一の事業者・グループを選好する傾向は、例えばインターネット接続市場と移動体通信市場の間でもある程度認めら
れる。

・ＦＴＴＨへの移行やＦＭＣの進展に伴い、固定電話市場、インターネット接続市場、移動体通信市場の３市場にまたがる相互関係を精緻
に分析し、固定電話における市場支配力の濫用の可能性を注視。

・同一の事業者・グループによる囲い込み（ロックイン）が強まり、スイッチングコストが高まることによって、消費者利益が低下する可能性も
あるため、市場環境に応じて適切な競争政策の整備・運用が必要。 （例えば、他事業者のサービスのバンドル化の応諾義務など）
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第Ⅱ編 【定点観測の分析対象】
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第３章 ブロードバンド領域
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２００３年度の市場画定を踏襲し、ＡＤＳＬ市場、ＣＡＴＶインターネット市場、ＦＴＴＨ
市場をそれぞれ設定

・需要の代替性等を基に、ＤＵ、ＩＳＤＮ（常時接続）、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネッ
ト、ＦＴＴＨをそれぞれ独立したサービス市場として画定。

・２００４年度以降は、市場の動向を踏まえ、ブロードバンド領域のみを評価。

・ＦＴＴＨ市場は、部分市場として、集合住宅市場と戸建て住宅市場を設定。

独立した市場

ブロードバンド（２００４年度以降の評価対象）

ブロードバンド領域の市場画定

ナローバンド

＜東日本・西日本＞ ＜１０地域＞＜市町村
（区）単位＞

戸建て住宅集合住宅

部分市場

※＜＞内は地理的市場
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ブロードバンドの契約回線数の推移

・ 総契約数は、０５年１２月末で２２３８万回線に到達。
・ 契約数の伸び率（四半期）は、市場の成長を反映して鈍化傾向となり、４％台に低下。
・ ＦＴＴＨが４６４万回線に達し、ブロードバンド全体の２１％を占める。
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［右軸］

※ 04年３月末以前は、一部推計値を含む
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ＡＤＳＬ市場
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ＡＤＳＬの契約回線数の推移

・ ０５年１２月末で１４４８万回線。東日本が西日本を上回って推移している。

・ 契約数の伸び率（四半期）は、市場の成熟を反映して鈍化傾向となり、１％台に低下。
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ＡＤＳＬの契約回線数の事業者別シェア

・ 全国では、ＮＴＴ東西が３９．１％で、ソフトバンクBBの３４．６％を上回る。ＮＴＴ東西のシェアが増加傾向。
・ 東日本は、ＮＴＴ東日本が３８．２％、ソフトバンクＢＢが３１．４％。
・ 西日本は、ＮＴＴ西日本が３９．９％、ソフトバンクＢＢが３８．０％で、０５年９月末に初めてＮＴＴ西日本がソフトバンク
ＢＢを抜いてシェア１位に。
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ＡＤＳＬ市場の上位３社シェアとＨＨＩ

【上位３社シェア】
・ ０５年１２月末で、全国では８６．８％、東日本８５．１％、西日本８８．３％。上位３社シェアは高く、市場は寡
占的。

・ 東日本の方が上位３社シェアは低く、他の競争事業者との競争がより活発。

【ＨＨＩ】
・ ０５年１２月末で、全国で２９８２、東日本２８３８、西日本３２０３。微増傾向にある。
・ ＨＨＩの上昇は、ＮＴＴ東西のシェアの増加傾向が要因。
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ＡＤＳＬの価格の推移

・ ２００１～２００２年の値下げ競争以降、各社とも顕著な値下げは行っておらず、ほぼ下げ止まり。
・ ただし、料金は同水準のまま高速化が進み、実質的な値下げとなっている。

■ 代表的なサービスと料金
（ＮＴＴ東日本：フレッツＡＤＳＬ、ソフトバンクＢＢ：Yahoo!BB、イー・アクセス：＠ｎｉｆｔｙを利用した場合 ）

１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

フレッツ・ＡＤＳＬ　1.5M（開始は00.12　01.2～　４０５０円）

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）１．５Ｍ以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。

4,000

3,000

（01.12～　２９００円）
細破線部分はマイラインプラスとの
セット割引　　２６１０円 （02.12～　２６００円）

　細破線部分はマイラインプラスとの
　セット割引　２３４０円 (04.2～)

１年目適用料金　１８００円（太破線部分）
２年目以降適用料金　２６００円（実線部分）
　細破線部分はマイラインプラスとのセット割引　　２３４０円

（01.10～ 3100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ　8M
（01.12～ 3100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ　モア(12Mタイプ)
（02.11～　３２００円）

 8M：02.12～ 2650円
12M：02.12～2700円

フレッツ・ＡＤＳＬ　モアⅡ(24Mタイプ)
（03.7～　２７５０円）

フレッツ・ＡＤＳＬ　モアⅡ(40Mタイプ)
（03.12～　２７５０円）

フレッツ・ＡＤＳＬ　モアⅢ(47Mタイプ)
（04.8～　２８００円）

(06.1～　２６００円)
　細破線部分はマイラインプラスとのセット割引　　２３４０円

フレッツ・ＡＤＳＬ　エントリー(１Mタイプ)
（05.12～　１６００円）

（01.7～ 3800円）

３　Yahoo!BB（ソフトバンクＢＢ）、＠nifty＋イー・アクセス
（月額料金・円／月（税抜き））
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5,000

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4

（注）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金を含む。NTT東西加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料、ＮＴＴ・ＡＤＳＬ回線使用料は含まない。

3,000

4,000

Yahoo!BB 8M(01.9～　２２８０円)

Yahoo!BB 12M(02.8～　２４８０円)
Yahoo!BB 26M(03.8～　２６８０円)

Yahoo!BB 50M(H16.1～　２７８０円)
（04.9に４５Ｍから５０Ｍに変更、06.2～ ５０Ｍ Ｒｅｖｏ開始）

@ｎifty・イーアクセス　1.5M(H12.11開始(当初0.6M)、H13.2～　６５００円　1.5Mに変更。)

(01.4～　５８００円)

(01.9～　３９８０円)

(01.11～　２９８０円)

@ｎifty・イーアクセス　スタンダードコース
(8/12M相当、01.11～　３２８０円)

@ｎifty・イーアクセス　ライトコース(1M相当。03.7～　２０００円)

@ｎifty・イーアクセス　ハイスピードコース
(26M相当。03.7～　３４８０円)
（03.11から40Mに変更。）

@ｎifty・イーアクセス　12M以上をﾆｭｰｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞｺｰｽへ統合
　H04.2～　2880円
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ＡＤＳＬ市場の２００５年度の主な評価結果

１ ２００５年度の動向： 接続ルール下で、競争は依然として活発
・ＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備の開放の適切な運用の下、競争事業者との競争は引き続き活発。
・ＦＴＴＨの伸張等によりＡＤＳＬの契約数の純増は鈍化。ＮＴＴ東日本のＡＤＳＬでは既に純減しており、全体で純減に転ずる可能性も。
・ＮＴＴ東西のシェアが徐々に増加傾向。西日本でもシェア１位に。 （全国で３９．１％、東日本で３８．２％、西日本で３９．９％）

２ 市場支配力の存在
①単独： ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・ＮＴＴ東西とソフトバンクＢＢのシェアは拮抗。（ソフトバンクＢＢのシェアは、全国で３４．６％、東日本で３１．４％、西日本で３８．０％）
・ただし、ソフトバンクＢＢのサービス提供はＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備の開放によって成り立っているため、ＮＴＴ東西は単
独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・市場は寡占的であり、シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断。（上位３社シェアは全国で８６．８％、東日本で８５．１％、
西日本で８８．３％）

３ 市場支配力の行使
①単独： ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は低い。
・ＮＴＴ東西と競争事業者は価格面・サービス面で活発な競争を展開。
・第一種指定電気通信設備の開放が、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・高速化に伴う実質的な値下げ、サービスの多様化、新規加入キャンペーンの実施等、シェア獲得の競争は活発。
・接続ルールの下、参入障壁は高くない。
・都市部を中心に、ＦＴＴＨとの競合関係が強まり、価格引き上げは困難。

４ 今後の注視事項： ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行に伴う競争環境の変化を注視
・ＡＤＳＬ市場の成長が減速する環境下で、特定の事業者のシェアが急激に高まったり、複数の事業者による価格面等への暗黙の協
調など協調的行動が発生する可能性に要注意。

・現行サービスの内容や品質低下等による消費者利益の減少にも注意。
・ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行が本格化し、ＡＤＳＬとＦＴＴＨの両サービスを提供する事業者が各市場における市場支配力を「梃子」に
利用する可能性についても、要注意。
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ＦＴＴＨ市場
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ＦＴＴＨ市場の契約回線数の推移

・ 普及が本格化し、０５年１２月末で４６４万回線に到達。うち、集合住宅向けは４３％（１９９万回線）、戸建て
＋ビジネス向けは５７％（２６５万回線）。

・ 伸び率（四半期）は２割弱の高成長を維持。
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ＦＴＴＨの事業者数の推移

・ ０４年９月以降、事業者数の増加が顕著だったが、０５年後半は新規参入は落ち着いてきている。
・ 戸建て＋ビジネス向け市場への参入が引き続いている一方で、集合住宅市場の事業者数は横ばい。
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ＦＴＴＨ市場の事業者別シェア（全国）

・ ＮＴＴ東西、電力系事業者、ＵＳＥＮの３社で８６．１％を占める。
・ ＮＴＴ東西のシェアが高い状態で推移しており、０５年１２月末で６０．７％を占める。
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ＦＴＴＨ市場の事業者別シェア（集合住宅／戸建て・ビジネス）

【集合住宅市場】
・ 主な事業者は、ＮＴＴ東西、ＵＳＥＮ、電力系事業者、ＫＤＤＩ、エフビットコミュニケーションズ等。
・ ＮＴＴ東西のシェアが徐々に増加しており、０５年１２月末で４３．９％に到達。

【戸建て・ビジネス市場】
・ 主な事業者は、ＮＴＴ東西、電力系事業者、ＵＳＥＮ等。
・ ＮＴＴ東西のシェアは徐々に低下しているものの、０５年１２月末で７３．２％を維持。
・ 電力系事業者のシェアが増加傾向にあり、０５年１２月末で２２．８％。
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ＦＴＴＨ市場の上位３社シェアとＨＨＩ

【上位３社シェア】
・ ＦＴＴＨ市場全体で８６．１％。市場は寡占的。
・ 戸建て＋ビジネス向け市場では、９７．３％と非常に高く、ＮＴＴ東西と電力系事業者の事実上の複占。
・ 集合住宅市場でも増加傾向にあり、０５年１２月末で７１．２％に到達。市場集中が進む。

【ＨＨＩ】
・ ＦＴＴＨ市場全体で４０５２。ＡＤＳＬ市場の２９８２等、他の電気通信サービスに比較して高水準。
・ 戸建て＋ビジネス向け市場は、低下傾向にはあるものの、複占状態を反映して５８９３。
・ 集合住宅市場は、市場集中の進展を反映して上昇傾向にあり、２４９４に到達。
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上位３社シェア ＨＨＩ

注：全国ベースの上位３社シェア及びＨＨＩは、ＮＴＴ東西を１社として算出している。
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ＦＴＴＨの価格の推移

・ ＮＴＴ東西と電力系事業者の料金競争が活発。特に、電力系事業者が積極的に値下げを行っている。
・ 集合住宅向けの料金は、ＡＤＳＬとほぼ同水準にまで料金低下し、ＡＤＳＬとの競合が進んでいる。

◆例：ＮＴＴ西日本（Bフレッツ）、ケイ・オプティコム（eo光ネット）、東京電力（TEPCO光＋＠ｎｉｆｔｙ）
ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000 Ｂフレッツ・ビジネスタイプ(01.11～　４００００円)

10,000

Ｂフレッツ・ベーシックタイプ（01.8～　９０００円）

5,000

Ｂフレッツ・マンションタイプ　プラン１（01.8～　３８００円）

（01.12～　３５００円）

（04.9～　２６００円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 06.4

（注）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、回線終端装置使用料は含まない。
*　平成１８年５月時点での終了予定

Ｂフレッツ・マンションタイプ　プラン２
（01.12～　３０００円）

フレッツ・光プレミアム
ファミリータイプ
（05.3～　４３００円）Ｂフレッツ・ファミリー100タイプ

（02.9～　４３００円）

（02.9～　４３００円）

※ （04.4～ ）
    「フレッツ・ずっと割引」、
　　「フレッツ・あっと割引」サービス開始
　● 「フレッツ・光プレミアム（ファミリータイプ）」の場合：
　　  「あっと割引」適用 → 初年度より３８７０円
　　  「ずっと割引」適用→ 開通～１年まで： 通常料金
                                 １年越～２年まで： ４０８５円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２年越： ３８７０円

フレッツ・光プレミアム
マンションタイプ　プラン１
（05.4～　３１００円）

フレッツ・光プレミアム
マンションタイプ　プラン２
（05.4～　２６００円）

※ （05.6～06.6
*
 ）

    「光ぐっと割引」実施

Ｂフレッツ・ファミリータイプ
（01.8～　５０００円）

（04.9～　３１００円）

東京電力、ケイ・オプティコム
（月額料金・円／月（税別））
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10,000

5,000

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4

（注１）ISP料金、端末設備使用料、モデム使用料（東京電力・ニフティ　ＴＥＰＣＯひかり・ マンションＥを除く）を含む。また、付加機能料、割引サービス等は加味していない。

ケイ・オプティコム　eoホームファイバー（02.4～　６０００円）

東京電力・ニフティ　ＴＥＰＣＯひかり・ホームタイプ（02.4～　９９００円）

東京電力・ニフティ　ＴＥＰＣＯひかり・マンションＶ（04.5～　４３００円）

東京電力・ニフティ　ＴＥＰＣＯひかり・マンションＥ（04.9～　３７００円）

ケイオプティ・サイバーポート　eoメガファイバー
ＶＤＳＬ方式（01.6～　３９８０円）

ケイ・オプティコム　eoオフィスファイバー(固定グローバルＩＰアドレス8個)（02.10～　３９８００円）

（03.10～　３４８００円）

ケイ・オプティコム　eoオフィスファイバー(固定グローバルＩＰアドレス1個)（02.10～　３１２９０円）

（03.10～　２４８００円）

ケイ・オプティコム　eoオフィスファイバー(固定グローバルＩＰアドレス16個)（03.10～　５４８００円）

ケイ・オプティコム　eoオフィスファイバー(動的グローバルＩＰアドレス1個)（03.10～　１６８００円）

（04.9～　４７６２円）

（02.12～　３４８０円）

ケイオプティ・サイバーポート　eoメガファイバー
イーサ方式（01.6～　３４８０円）

（02.12～　２９８０円）
（05.8～
　eo光ネットマンションタイプＶＤＳＬ方式　３１２４円）

（05.7～ eo光ネットホームタイプ 100Mコース）

eo光ネットホームタイプ
100Mプレミアムコース(05.7～ ５２３９円）

eo光ネットホームタイプ
1ギガコース（05.7～ ８３８１円）

（05.5～ 3950円）

（05.5～
３３５０円）

（05.5～　6400円）

（02.12～　7800円）

（03.7～　7400円）

（04.5～ 6600円

※ ケイ・オプティコムの各サービスに「即割」を適用した料金は以下のとおり。
　　　eo光ネットホームタイプ（1ギガ）　8286円
　　　eo光ネットホームタイプ（100Mプレミアムコース）　5143円
　　　eo光ネットホームタイプ（100Mコース）　4667円
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ＦＴＴＨ市場の２００５年度の主な評価結果

１ ２００５年度の動向： ＦＴＴＨの契約数が伸張、映像サービスも本格化。
・ＦＴＴＨの契約数は０５年末で４６３万。集合住宅向けで１９９万、戸建て・ビジネス向けで２６４万に増加。
・高速大容量を活かした映像伝送サービスの提供が活発化し、ＣＡＴＶ放送や衛星放送とも競合しつつある。
・特に集合住宅向けの料金低下が進み、ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットとの競合が進んでいる。
・トリプルプレイサービスの提供による料金競争が進展する可能性。
・ＡＤＳＬ市場に比べ、ＮＴＴ東西が高いシェアを維持。（全体で６０．７％、集合住宅向けで４３．９％、戸建て・ビジネス向けで７３．２％）
・集合住宅市場では、ＫＤＤＩのシェアが徐々に上昇し、第３位になっている。

２ 集合住宅市場
（１） 市場支配力の存在

①単独： ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・関東、近畿、中国、九州を除き、ＮＴＴ東西のシェアは５割超。（北海道67.0%、東北79.8%、東海54.2%、北陸97.4%、四国94.8%、沖縄
84.8%）

・いずれの地域も、競争事業者のサービス提供は不可欠設備たるＮＴＴ東西の光ファイバに大きく依存しているため、ＮＴＴ東西は単独
で価格等に影響を与えうる地位にあると判断。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・市場は高度に寡占的であり、シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断。（上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ＵＳＥＮ、ＫＤＤＩ）は
全国で７１．２％。地域ブロック別では７割～１０割近くに達する。）

（２） 市場支配力の行使

①単独： ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は低い。
・ＮＴＴ東西は業務区域内で同一料金を設定しており、関東や近畿等の競争的地域における料金を北陸等の独占的な地理的市場でも
適用。

・各種割引制度の導入により、競争事業者との料金競争も行われている。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・加入者獲得が比較的容易な集合住宅では、サービスの多様化、新規加入者キャンペーンの実施等、シェア獲得の競争は活発。
・ＵＳＥＮや電力系事業者の他、多数の小規模事業者が参入。（計４３社が存在）
・ＦＴＴＨよりも一般的に安価なＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットが、競争圧力として存在。
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ＦＴＴＨ市場の２００５年度の主な評価結果

３ 戸建て住宅市場
（１） 市場支配力の存在

①単独： ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・ＮＴＴ東西のシェアは全国で７３．２％。９割を超す地域も多く存在（北海道94.3%、東北96.3%、東海92.7%、北陸96.9%、沖縄91.3%）
・料金面でも、NTT東西の生産性が電力系事業者よりも劣位にない限り、一定期間経過後の利益を上げうる料金水準。
・いずれの地域も、競争事業者のサービス提供はＮＴＴ東西の光ファイバに大きく依存しているため、ＮＴＴ東西は単独で価格等に影
響を与えうる地位にあると判断。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・市場は事実上の複占。互いに協調する可能性はあると判断。（上位２社シェア（ＮＴＴ東西、電力系事業者）は96.0％。地域別では、
近畿９８．６％、関東９４．４％。）

（２） 市場支配力の行使

①単独： ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は低い。
・ＮＴＴ東西は業務区域内で同一料金を設定し、関東や近畿等の競争的地域における料金を他の地域にも適用。
・自ら光ファイバを設置し、ＮＴＴ加入電話を代替しうる０ＡＢＪ－ＩＰ電話も提供する電力系事業者のシェアが増加傾向にあり、ＮＴＴ東
西は対抗上シェア獲得を強く意識して対抗策を講じている。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・関東や近畿等ではサービスの多様化、新規加入者キャンペーンの実施等、シェア獲得の競争は活発。
・規模の経済性やネットワーク外部性が働きやすく、加入者の大小が事業の採算性を大きく左右するため、市場の成長局面ではシェ
ア拡大が優先される傾向。ＦＴＴＨと一体提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話や映像サービス等、将来性の高いサービスの基盤をめぐる主導
権確保の競争といった面もある。

・ＦＴＴＨよりも低料金のＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットが、競争圧力として存在。

４ 今後の注視事項： ＦＴＴＨへの移行に伴う競争環境の変化を注視。
・ＮＴＴ東西のシェアが高まる傾向が顕著（ＦＴＴＨ全体で０２年９月の３７．２％から０５年１２月に６０．７％まで上昇）であり、設備面も含
め、ＮＴＴ東西による市場支配力の行使の可能性を注視。

・ＦＴＴＨへの移行が進むにつれＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットとの競争圧力が弱まり、市場支配力の単独又は協調による行使の可
能性が高まることに注意。

・０ＡＢＪ－ＩＰ電話やトリプルプレイ、ＦＭＣサービス等の普及により、固定電話や携帯電話など隣接市場との関連が強まるため、FTTH
の新規顧客獲得に当たり、各市場における市場支配力を梃子に利用する可能性についても、注視が必要。
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ＣＡＴＶインターネット市場



49

・ ０５年１２月末の契約回線数は３２３．６万に到達。
・ 契約回線数は依然として増加傾向にあるが、その伸び率は低下傾向。

ＣＡＴＶインターネットの契約回線数の推移

契約回線数

2,069
2 ,224

2 ,339
2 ,475

2 ,579
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増加率（四半期）

（千回線）
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ＣＡＴＶインターネットの競争状況

・ ＣＡＴＶインターネットはＣＡＴＶ放送事業者がＣＡＴＶ放送の付加的サービスとして提供。
・ 提供区域は市町村（区）単位が多く、複数の事業者が存在するケースは例外的。複数

の事業者が存在しても、提供区域は互いに重なっていないことが通常。
・ したがって、ＣＡＴＶインターネットは事実上地域独占的に提供されている状態。

（行政区は2005.7.29官報告示分）

凡例
民間企業

自治体直営

同一行政区に混在

センター所在地

青森ケーブルテレビ（株） 三沢市

（株）八戸テレビ放送

田子町

岩手ケーブルテレビジョン（株）

盛岡市（テレビ都南）
（株）秋田ケーブルテレビ

由利本荘市

庄内社会教育事業センター

鶴岡市

西会津町

（株）ニューメディア

伊達市

米沢市

酒田市

鶴岡市

三陸ブロードネット（株）

遠野市

ニューデジタルケーブル（株）

北上ケーブルテレビ（株）

和賀有線テレビ（株）

水沢テレビ（株）

気仙沼ケーブルネットワーク（株）

（株）一関ケーブルネットワーク

（株）ケーブルテレビ山形 塩釜ケーブルテレビ（株）

仙台シーエーティヴィ（株）

宮城ネットワーク（株）

青森市

八戸市

三沢市

田子町

盛岡市

花巻市 遠野市

釜石市

一関市

水沢市

気仙沼市

仙台市 塩釜市
山形市

伊達市

西会津町

秋田市

由利本荘市 北上市

（行政区は2005.7.29官報告示分）

凡例
民間企業

自治体直営

同一行政区に混在

センター所在地

青森ケーブルテレビ（株） 三沢市

（株）八戸テレビ放送

田子町

岩手ケーブルテレビジョン（株）

盛岡市（テレビ都南）
（株）秋田ケーブルテレビ

由利本荘市

庄内社会教育事業センター

鶴岡市

西会津町

（株）ニューメディア

伊達市

米沢市

酒田市

鶴岡市

三陸ブロードネット（株）

遠野市

ニューデジタルケーブル（株）

北上ケーブルテレビ（株）
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水沢テレビ（株）

気仙沼ケーブルネットワーク（株）

（株）一関ケーブルネットワーク

（株）ケーブルテレビ山形 塩釜ケーブルテレビ（株）

仙台シーエーティヴィ（株）

宮城ネットワーク（株）

青森市

八戸市

三沢市

田子町

盛岡市

花巻市 遠野市

釜石市

一関市

水沢市

気仙沼市

仙台市 塩釜市
山形市

伊達市

西会津町

秋田市

由利本荘市 北上市
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・ 近年は料金水準は据え置かれているものの、通信速度が高速化しているため、実質的
には低廉化が進展。

ＣＡＴＶインターネットの価格の推移

１　ジュピターテレコム
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

2,000

1,000

0

H13.4 H13.10 H14.4 H14.10 H15.4 H15.10 H16.4 H16.10 H17.4 H17.10 H18.4

（注）ケーブルモデムレンタル料は含まない。

２　イッツ・コミュニケーションズ
（月額料金・円／月（税抜き））

H13.4 H13.10 H14.4 H14.10 H15.4 H15.10 H16.4 H16.10 H17.4 H17.10 H18.4

（注）ケーブルモデムレンタル料は含まない。

4,000

3,000

4,000

5,000

3,000

2,000

1,000

0

J-COM Net 8M（Ｈ７～　5500円）

（Ｈ15.9～　4980円）

J-COM Netプレミア　30Ｍ（H15.9～　5500円）

かっとびワイド３０Ｍ（H14.4～　5200円）かっとびプラス８Ｍ（H10.4～　5200円）

（H13.11～　2500円）

かっとびジャスト５１２Ｋ（H13.12～　2200円）

（H16.11～　1000円）

（H15.1～　3900円）
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ＣＡＴＶインターネット市場の２００５年度の主な評価結果

１ ２００５年度の動向： 契約数は依然として増加傾向だが、その伸びは鈍化。
・ＣＡＴＶインターネットの契約数は増加傾向を続け３２４万（０５年１２月末）に到達。
・市場の成長に伴い、契約数の伸びは年々鈍化。

２ 市場支配力の存在： ＣＡＴＶインターネット事業者は単独で市場支配力を行使しうる地
位にある。

・ＣＡＴＶインターネットを提供するのはＣＡＴＶ放送事業者であり、市町村（区）単位等の営業区域により地域的に独占的な地位を有して
いることが大半なため、その営業区域内において単独で市場支配力を行使しうる地位にあると判断。

（※市場は地域独占的であり、協調による市場支配力の存在や行使を考慮する必然性はない。）

３ 市場支配力の行使： ＣＡＴＶインターネット事業者が単独で市場支配力を行使する可能
性は低い。

・ＡＤＳＬの圧倒的な存在やＦＴＴＨの台頭が著しく（０５年６月末にはＣＡＴＶインターネットの契約数をＦＴＴＨが逆転）、ブロードバンド
サービス内での競争圧力が存在。ＣＡＴＶインターネットのみ利用可能な地域は解消しつつある。

・ＣＡＴＶインターネットはＣＡＴＶ放送の付加的サービスであるが、特にＦＴＴＨについては映像伝送サービスの提供が活発化しており、Ｃ
ＡＴＶ放送自体との競合が生じ、ＣＡＴＶインターネットの競争状況にも大きく影響。

・以上のような状況で、ＣＡＴＶインターネット事業者が単独で価格等に影響力を行使する可能性は低いと判断。

４ 今後の注視事項： ＦＴＴＨへの移行、通信・放送融合等に伴う競争環境の変化を注視。
・ＩＰマルチキャストによる電気通信役務利用放送について、著作権法上有線放送と同様の扱いとする動きが顕在化しており、ＶＯＤやイ
ンターネット放送を含めた映像伝送サービスの普及動向に注目。

・ＡＤＳＬと異なり、ＣＡＴＶインターネットは放送サービスとのバンドルによる優位性・独立性があるが、電気通信役務利用放送等による高
品質・多チャンネルの映像伝送サービスを利用可能なＦＴＴＨへの移行が、ＣＡＴＶインターネットへ与える具体的な影響を注視。

・ＦＴＴＨ事業者は０ＡＢＪ－ＩＰ電話、映像伝送サービスをバンドルしたトリプルプレイを志向しており、これがＣＡＴＶ放送事業者が提供す
るトリプルプレイとの間に生み出す競争環境の変化に注目。

・ＣＡＴＶケーブルを映像配信の足回りに利用する等、アクセス回線の提供による電気通信事業者との連携・共存を図る動きにも注目。
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第４章 移動体通信領域
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「移動体通信」領域のサービス市場の画定

パケット通信

音声通話

公衆無線
ＬＡＮ

ＰＨＳ３Ｇ２Ｇ

携帯電話・ＰＨＳ市場

携帯電話市場（部分市場）
ＰＨＳ市場
(部分市場)

移動体通信領域の市場画定

２００４年度に行った市場画定を引き続き踏襲し、「携帯電話・ＰＨＳ市場」を設定

•音声通話とパケット通信は同一のサービス市場。
•２Ｇと３Ｇも同一のサービス市場。
•携帯電話とＰＨＳも同一のサービス市場。ただし、携帯電話、ＰＨＳはそれぞれを部分市場としても観念。
•公衆無線ＬＡＮは市場としては輪郭が未成熟なため、市場画定は行わない。
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携帯電話（２Ｇ＋３Ｇ）
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３Ｇ

Ｗ－ＣＤＭＡ方式

ｃｄｍａ－２０００　１ｘ方式

移動体通信（携帯電話＋ＰＨＳ）の契約数の推移

（万）

○ ２Ｇ、３Ｇの契約数比は０５年１２月に５２：４８（０５年３月は６５：３５）となり、ほぼ
互角となった。

○ ０５年１２月にＷ－ＣＤＭＡ方式がcdma-2000 1X方式を初めて逆転した。



56

 

4385
4328

4225

4087

3942

3732

3572

3313

1,965

2,059
2,120

2,178
2,236

2,313
2,368

2,423

984

876

784
708

649
592

553 520 496 468

1,052
1,110

1,162
1,223

1,511 1,517 1,521 1,504 1,497 1,499

5,037

4,990
4,943

4,8824,791

4,736
4,683

4,633
4,5744,538

4,4674,415

4,313

4,241
4,170

4,101

3,985

4438
44144382

4298
4228

4159
4092

3982

3865

3752

3024

2,470

1,896
1,841

1,783
1,732

1,6921,658
1,6111,5851,5821,555

1103

1264

1427
1543

411

1,267

1,300

1,5121,5001,4771,4591,444
1,396

1,332

14121484149114911486146614511438
1394

1367
1324 1280

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

01.6 01.9 01.12 02.3 02.6 02.9 02.12 03.3 03.6 03.9 03.12 04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12

万

ドコモグループ

ドコモグループ（ＰＤＣ）

auグループ

auグループ（cdmaOne)

ボーダフォン

ボーダフォン(PDC)

携帯電話の事業者別契約数の推移

（万）

○ 各社とも２Ｇの減少が続いている。
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全体

ウィルコム（旧ＤＤＩポケット＋旧アステル沖縄）

ドコモグループ

旧アステルグループ（沖縄除く）

ＰＨＳの事業者別契約数の推移

（万）

○ 契約数の減少が続いていたが、０５年に入り微増に転じ０５年１２月末で
４５７万。
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移動体通信市場における上位３社シェアとＨＨＩ

・ 上位３社シェアは０５年１２月末で９６．１％と０５年６月以降僅かに減少。
・ HHIは３,８７５と、FTTHの４，０５２と並び市場集中度は高い。
・ NTTドコモのシェアは、０５年１２月末で５４．１％と未だ過半数を占める。
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携帯電話の価格の推移

・ 基本料、通話料ともに０１年以降はほとんど変化なし。
・ 各社は様々な割引制度や基本料の一部に無料通話料を含ませた複数の料金
メニューの設定等で、料金を多様化し、実質的な値下げが進む。

携帯電話通話料の推移（携帯電話→固定電話）携帯電話基本使用料の推移
（円） （円）

注：NTTドコモ：プランA（H17.11からタイプS）au：コミコミOneエコノミープラン（H11.4CDMA
開始時から。それまではおてごろプラン）ボーダフォン：スタンダードプラン（H10.6からトーク
パックライト。H15.２からバリューパック）

注：平日昼間、市内加入電話に3分間かけたときの料金（税抜）ＮＴＴドコモ：プランＡ
（H17.11からタイプＳ）au：コミコミOneエコノミープラン（H11.4CDMA開始時から。それま
ではおてごろプラン）ボーダフォン：スタンダードプラン（H10.6からトークパックライト。
H15.2からバリューパック）
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移動体通信事業者の営業利益率の推移

・ ０４年期まで２３％台で安定していたＮＴＴドコモグループが、０５年期では
１８.３９％に減少。

・ ａｕグループは０４年期に拡大した１３％台の利益率を０５年期も維持。
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移動体通信市場の２００５年度の主な評価結果

１ ２００５年度の動向： ２Ｇから３Ｇへの移行が進み、競争は依然として活発
・２Ｇと３Ｇの契約数比がほぼ半々となり、W-CDMAがcdma-2000 1xを逆転。
・ＮＴＴドコモが過半のシェアを維持。auのシェア増、ボーダフォンのシェア減の傾向が続く。PHSはウィルコムのシェアが増加。
・ソフトバンクによるボーダフォンの買収が合意。新たに２社の参入も決定。

２ 市場支配力の存在
①単独： NTTドコモグループは単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・ＮＴＴドコモグループのシェアは５４.１％、携帯電話事業における売上高シェアも０５年期で５５.５％、営業利益率も１８.３９％を超し、昨
年と状況に大きな変化なし。

・電話番号の変更や各種料金割引によるスイッチングコストが存在し、料金を引き上げたとしても移行は限られた範囲にとどまり、支配
的事業者が利益機会を獲得する可能性があるため、ＮＴＴドコモグループが単独で価格等に影響を与える地位にあると判断。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・市場は０５年１２月末での上位３社シェアは９６.１％と、依然として高度に寡占的。
・このような市場環境では、シェア上位の事業者が暗黙の協調等により市場支配力を行使することは潜在的に可能。

３ 市場支配力の行使
①単独： NTTドコモグループは単独で市場支配力を行使する可能性は高くない。
・規模の経済性やネットワーク外部性が大きい市場であるため、シェア拡大に向かう誘引が強い。
・第二種指定電気通信設備に係る接続義務や禁止行為等の規制が機能し、ＮＴＴドコモグループの市場支配力の行使を抑制。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する懸念は残る。
・高度に寡占的で参入障壁があり、営業利益率も比較的高水準にあるため、市場支配力の形成や維持がそもそも生じやすい。
・既存事業者の事業戦略やビジネスモデルが類似しており、同質な事業者である。
・携帯電話等の料金体系が複雑化し、料金水準を把握しにくくなっている。

しかし、その懸念は以下の理由からやや緩和されつつある。
・番号ポータビリティ導入や新規参入を控え、各種料金割引や多彩なサービスの導入により、既存利用者の囲い込みや新規利用者の
顧客獲得競争が非常に活発。

・ＭＶＮＯの本格的登場や、電子マネーや認証機能等のプラットフォームサービス導入など、事業戦略やビジネスモデルが多様化。

４ 今後の注視事項：行き過ぎた囲い込み競争、レイヤーをまたぐ競争の動向を注視。
・番号ポータビリティや新規参入により、囲い込み強化による消費者利益の損失やシェア変動等の競争環境の具体的変化を注視。
・公式サイト等のアプリケーション、決済・認証等のプラットフォーム等、レイヤーをまたがって市場支配力を行使する可能性に注視。
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第５章 法人向けネットワーク
サービス領域
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法人向けサービス領域の市場画定

２００３年度及び２００４年度に行った市場画定を引き続き踏襲し、「データ通信系サービス市場」と「専用サービ
ス市場」を確定。

・ 「データ通信系サービス市場」については、技術的方式や機能・効用等を考慮し、新型ＷＡＮサービス（ＩＰーＶ
ＰＮサービス、広域イーサネットサービス、メガデータネッツ等）、フレームリレー、セルリレーのそれぞれを部分
市場と設定

・ データの入手可能性等を考慮し、主に新型ＷＡＮサービスに中心に競争状況を分析
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法人利用の主力サービスの特徴

・ 法人利用の主力サービスは、幹線系ではIP―VPN、広域イーサネット、支線系ではIP―VPN、
インターネットＶＰＮが中心。

・ データ通信系サービスでは、広域イーサネットや「メガデータネッツ等」が増加し、旧来型のフ
レームリレー等は減少を続けている。

・ 幹線系では広域イーサネット、インターネットＶＰＮ、「メガデータネッツ等」、支線系ではイン
ターネットＶＰＮ、「メガデータネッツ等」が増加傾向。

・ 専用サービスは、幹線系・支線系ともに減少傾向。
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法人利用の主力サービス（注）の構成
（注）主力サービス：導入したサービスのうち最も主要なサービスの単一回答。
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回線数の推移（新型ＷＡＮサービス）

・ 新型WANサービス全体の契約回線数は、急速な拡大が続く。
・ IP-VPNの伸びは鈍化傾向にある一方、広域イーサネット、「メガデータネッツ等」は増加傾向。
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事業者別シェア（新型ＷＡＮ全体、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット）

・ 新型WANサービス全体では、NTTコミュニケーションズ、ＮＴＴ東日本、NTT西日本の上位３社シェア
の増加が続き、計５８．５％を占める。

・ IP-VPN市場では、ＮＴＴコミュニケーションズのシェアが回復傾向にあり、４２．０％を占める。
・ 広域イーサネット市場では、旧パワードコム、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴ東日本が上位３社で、
計５０．２％を占める。
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上位３社シェア、ＨＨＩの推移（新型ＷＡＮ全体、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット）

・ 新型ＷＡＮ全体の上位３社シェアは徐々に減少しているものの、０４年３月以降はほぼ横ばい状
態。ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネットでは、ゆるやかではあるが、上位３社シェアは減少傾向。
・ ＨＨＩについては、新型ＷＡＮ全体では減少傾向にあったが、０５年３月から再度増加。ＩＰ－ＶＰＮ
も同様の動きだが、広域イーサネットについては減少傾向。

新型ＷＡＮサービスの上位３社シェアの推移 新型ＷＡＮサービスのＨＨＩの推移
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回線数の推移（専用サービス）

・ 専用サービス市場の契約回線数は年々減少を続けている。
・ 高速ディジタル伝送サービスが減少する一方、IPルーティング網専用サービスは増加。

専用サービスの回線数の推移
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事業者別シェア（専用サービス）

・ ＮＴＴ東日本のシェアが５１．１％に達し、増加傾向。NTT西日本はやや減少傾向 。
・ NTT東西ではシェアが８８．５％となり、市場の集中度が非常に高い。
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法人向けサービスの２００５年度の主な評価結果

１ ２００５年度の動向： 専用サービスからデータ通信系サ－ビスへのシフトが続く。
・法人利用の主力サービスは、幹線系・支線系ともに専用サービスからデータ通信系サ－ビスへのシフトが続いている。
・データ通信系サービスを代表する新型ＷＡＮサービスは、市場の成長が顕著。（回線数は０５年３月の４９万から９月に５５万へ）
・専用サービス市場は規模が縮小し続けている。（回線数は０４年３月の６３万から０５年３月に６１万へ）

２ データ通信系サービス市場（新型ＷＡＮサービス）
（１）市場支配力の存在： 単独で市場支配力を行使しうる事業者は存在しない。
・ただし、NTTグループとしてのシェアは６７．５％にのぼり、グループで協調する可能性はあると判断。

（２）市場支配力の行使： 協調して市場支配力が行使される可能性は低い。
・伸長著しいNTT東西が提供するメガデータネッツ（PVCメニュー）はアクセスチャージ化されている。
・データ通信系サービスの足回りにも使用されるダークファイバもアクセスチャージ化されている。
・法人向けネットワークサービスの１つとしてインターネットＶＰＮの増加が顕著であり、新型ＷＡＮサービスとの競争は活発。価格
引き上げは容易ではないと推定。

３ 専用サービス市場
（１）市場支配力の存在： ＮＴＴ東西は市場支配力を行使できる地位にある。
・ＮＴＴ東西を１社とみなせば８８．５％に達し、単独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断。

（２）市場支配力の行使： ＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は低い。
・専用サービスにはプライスキャップの規制がかけられている。
・専用サービス市場の規模が縮小しつつある中、価格を引き上げれば、データ通信系サービスへの顧客流出を加速化
しかねない。

４ 今後の注視事項： ＩＰ電話やセントレックス、モバイル等のサービスの普及による
競争環境の変化に注視

・法人向けのＩＰ電話、インターネットＶＰＮ、セントレックスサービス、モバイル端末を活用したＦＭＣサービス等の普及・導入動向
に伴う、データ通信系サービスや専用サービスにおける競争環境の変化に注目。
・法人向けサービス市場においてもNTTグループのシェアが高まる傾向があり、市場支配力の行使の可能性に注視。
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第６章 マイグレーション分析
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ＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨの純増数の推移
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（単位：万回線） 

・ ０２～０４年度前期まではＤＳＬがブロードバンド回線の中心として成長。０４年度後期から純増数が大きく減少。
・ ＦＴＴＨは近年純増数が急増し、０５年度前期では、ＡＤＳＬの純増数を上回った。
・ ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行が本格化しつつある。
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ＦＴＴＨへの移行希望

・ ＦＴＴＨに移行していない利用者のうち、全体では、ＦＴＴＨへの明確な変更希望者は３１．６％で、また、「出来

れば変更したいが変更できない」が３０．８％を占め、計６割強がＦＴＴＨへのニーズを有している。
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現在のFTTH利用回線の事業者

・ 本調査の対象者では、FTTH移行者の５４．１％がNTT系のFTTH回線を利用。次いで、電力系が２０．２％。

現在のFTTH利用回線
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FTTH移行者の過去のインターネット接続回線事業者

・ 本調査の対象者中のFTTH移行者のうち、過去ADSLを利用者していた者は４５．０％がNTT東西のＡＤＳＬを

利用、また、２２．４％がソフトバンクＢＢのＡＤＳＬを利用。過去ISDNやＤＵを利用していた者では、８割から９割

の者が過去ＮＴＴ東西を利用。

FTTH移行者の過去のインターネット接続回線事業者
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ＦＴＴＨ移行者の事業者選好

・ ＦＴＴＨ移行者のうち、過去にＡＤＳＬとＩＳＤＮを使用していた者は、ＦＴＴＨへの移行時にＮＴＴ東西を選択した
割合が高い（ＡＤＳＬで５５．７％、ＩＳＤＮで６４．９％）。

・ 過去にインターネットを利用していなかった者やＣＡＴＶインターネットを使用していた者は、ＮＴＴ東西のＦＴ
ＴＨの選択割合が比較的低い（インターネット非利用者で４１．７％、ＣＡＴＶインターネット利用者で４０．０％）。

・ 過去にＮＴＴ東西のＡＤＳＬを利用していたユーザーは、そのままＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行する率が特に高
い（６７．９％）。
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ＦＴＴＨ移行者の事業者選択理由

・ ＦＴＴＨ移行者の事業者選択理由について、ＮＴＴ東西への移行者は、「ブランド力や信頼性」や「サービスの
信頼性や安定性」を主な選択理由にしている。

・ 一方、非NTT東西への移行者は、「料金が安い」ことを主な選択理由にしている。

ＦＴＴＨ移行者の事業者選択理由
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ＦＴＴＨ移行者の移行前後における事業者変更の有無

・ ＮＴＴ東西のＦＴＴＨ利用者は、移行前と移行後で回線事業者を変えていない（ＮＴＴ
東西のままＦＴＴＨへ移行した）比率が比較的高い（６９．４％）。
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ＦＴＴＨ移行者の移行前後における事業者変更理由

・ 非ＮＴＴ東西からＮＴＴ東西への移行者では、「以前の回線事業者がＦＴＴＨを提供
せず」（４１．７％）とする回答が特に高く、「契約できる事業者が決められていた」（１
９．８％）が続いている。

・ ＮＴＴ東西から非ＮＴＴ東西に移行した者では「契約できる事業者が決められてい
た」（３８．９％）が最も高い。

ＦＴＴＨ移行者の回線変更理由
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・これからＦＴＴＨへの移行を希望する者の約半数が、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨを希望（総計４６．５％）。
・特に現在ＮＴＴ東西を利用している者は、その傾向が強い。（ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ利用者で７８．７％、ＩＳＤＮ利用
者で６７．６％）。

ＦＴＴＨ移行「希望」者の事業者選好
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ＦＴＴＨ移行「希望」者の現在使用しているインターネット接続回線

・ 本調査では、FTTH移行希望者が現在使用しているインターネット回線は、ADSLが78.4％を占める。
・ ADSL使用者のうち、NTT東西は３１．９％、ソフトバンクＢＢは３９．９％。

FTTH移行希望者のインターネット接続回線

DU, 28(4.3%)

ISDN, 37(5.6%)

CATV, 77(11.7%)

ADSL, 514(78.4%)

ＦＴＴＨ移行希望者のインターネット接続回線（ＤＵ）

その他, 2(7.1%)

KDDI, 5(17.9%)

NTT東西,

21(75.0%)

ＦＴＴＨ移行希望者のインターネット接続回線
（ＣＡＴＶ）

その他,

46(59.7%)
ＺＡＱ, 7(9.1%)

イッツコム,

7(9.1%)

Ｊ：ＣＯＭ,

17(22.1%)

ＦＴＴＨ移行希望者のインターネット接続回線（ＩＳＤＮ）

ＮＴＴ東西, 36
(97.3%)

その他, 1 (2.7%)

ＦＴＴＨ変更希望者（ＡＤＳＬ)

その他, 41(8.0%)

ソフトバンクＢＢ,

205(39.9%)

ＮＴＴ東西,

164(31.9%)

イー・アクセス,

57(11.1%)

アッカ・ネット

ワークス,

47(9.1%)
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ＦＴＴＨ移行「希望」者の事業者選択理由

・これからＦＴＴＨへの移行を希望するユーザーのうち、ＮＴＴ東西への移行希望者は「ブランドや信頼性」を理
由とする傾向が強い。

・現在も非ＮＴＴ東西の回線を使用し、移行後も非ＮＴＴ東西のＦＴＴＨを希望する者は、「ＩＳＰを変更したくな
い」（２５．９％）を理由とする傾向が強い。また、ＮＴＴ東西から非ＮＴＴ東西への移行を希望する者では、
「他のサービスとのセット割引」、「サービスが魅力的」等があがっており、比較的分散している。

ＦＴＴＨ移行希望者の事業者選択理由

24.0%

25.9%

20.0%

13.5%

30.5%

14.7%

17.8%

4.0%

15.0%

12.6%

12.3%

14.4%

10.0%

17.3%

5.4%

29.7%

20.4%

24.0%

48.1%

31.7%

6.9%

2.6%

12.0%

6.8%

12.6%

9.5%

6.3%

12.0%

9.0%

14.4%

7.6%

9.3%

20.0%

6.0%

2.4%

15.2%

16.3%

2.0%

5.3%

25.1%

7.3%

1.9%

2.0%

6.8%

18.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

全体

非ＮＴＴ東西→非ＮＴＴ東西

ＮＴＴ東西→非ＮＴＴ東西

非ＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西

ＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西

現
在

の
事

業
者

と
希

望
す

る
事

業
者

事業者選択理由

固定電話の事業者
と同じ

以前から使い慣れ
ている事業者

サービスが魅力的

マンションではその
事業者しか選べな
い

他のサービスとの
セット割引

ブランド力や信頼
性

キャンペーンが充
実

初期費用が無料

ISPを変更したくな
い
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２００５年度の主な評価結果（マイグレーション分析）

１ ＦＴＴＨへの移行が本格化
・ブロードバンドの契約数の純増数は、ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットは鈍化する一方で、ＦＴＴＨは急増。ブロードバンドに占めるＦ
ＴＴＨの比率が上昇していく傾向。

・ナローバンド、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネットの利用者のうち、ＦＴＴＨへの変更意向は全体で３割強。変更したいが（料金やサービ
ス提供の有無等により）変更できないとする利用者も３割いるため、約６割強がＦＴＴＨへの移行を希望。

・特にナローバンドとＡＤＳＬからＦＴＴＨへ移行する希望が強い。

２ ＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行する傾向が顕著
①ＮＴＴ東西からＮＴＴ東西へ移行する傾向が強い
・ＡＤＳＬからＦＴＴＨへ移行した利用者について、ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ利用者の６７．９％がＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行。非ＮＴＴ東西
のＡＤＳＬ利用者は４５．６％にとどまる。ＩＳＤＮ利用者も同様の傾向が顕著。

・今後ＦＴＴＨへ移行を希望する利用者について、ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ利用者の７８．７％がＮＴＴ東西のＦＴＴＨへの移行を希望。非
ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ利用者は３０．０％にとどまる。ＩＳＤＮ利用者も同様の傾向が顕著。

②ＮＴＴ東西以外からもＮＴＴ東西へ５割近くが移行
・ＣＡＴＶインターネットやダイヤルアップについても、４割～５割強の利用者がＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行。
・今後のＦＴＴＨへの移行希望についても、ＣＡＴＶインターネットやダイヤルアップ利用者の４５％前後を占める。
・ＦＴＴＨへの移行前に利用していた事業者が必ずしもＦＴＴＨを提供しておらず、ＮＴＴ東西以外の選択肢が少ないことが要因か。

③ＦＴＴＨへの移行がＮＴＴ東西のシェアを押し上げる構造的な要因に
・ナローバンド、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネットからＦＴＴＨへ移行した全利用者の５４％がＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行。
・今後ＦＴＴＨへ移行を希望する全利用者の４７％がＮＴＴ東西のＦＴＴＨを希望。
・ＮＴＴ東西の実際のシェアはＡＤＳＬで３９．１％、ＦＴＴＨで６０．７％。ＦＴＴＨへの移行がＮＴＴ東西のシェアを押し上げる構造的な
要因となっている。

３ ＦＴＴＨへの移行に伴う競争環境の変化を注視し、競争政策に反映させることが必要
・ＦＴＴＨ移行に伴って事業者を変更した利用者の変更理由は、以前の回線事業者がＦＴＴＨを提供していなかったからという消極的
な理由も少なくなく、設備競争やサービス競争の進展によってはＮＴＴ東西の競争優位が今後も維持されるとは限らない。（例えば、
近畿地域では、電力系事業者がＮＴＴ西日本とのＦＴＴＨサービスの競争が進展）

・ただし、ＮＴＴ東西の現在の圧倒的な優位性を踏まえ、適切な競争ルールの整備・運用によって、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使
を抑制することが必要。（例えば、ＮＴＴ東西によるＦＴＴＨ等の新規サービス受付に１１６番号を使用しない等）


